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原子力からの脱却と
温暖化対策は両立するか
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AR5 二酸化炭素の累積排出量と世界平均気温
の上昇量は、ほぼ比例関係。2℃の脅威を警告

今のままの排出を続
けると、あと30年以内
に2度未満達成のレベ
ルは超えてしまう。

喫緊に大幅な削減が
必要。
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世界で争いのない温暖化対策リスト

 省エネ、省電力、高効率化

 再生可能エネルギーの拡大、移行
日本は多様な再エネに恵まれている
地域分散型、国産、地域経済活性化にも
コストは低減していくことが確実

 過渡期の化石燃料－低炭素化
石炭からも脱却

 原子力？
福島事故後、脱却を選択した国（ドイツ・スイス）、経済的に
減退を余儀なくされている国、国が支える国
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日本の選択
温暖化対策としての原子力？

 エネルギー基本計画
重要なベースロード電源 原子力と石炭火力
共通項は、「運転時のコスト」が「安価」。

・石炭火力は温暖化対策に逆行。だが、新増設ラッシュ。

・温暖化対策の柱・再エネ拡大の目標も具体策もなし。

 未解決の放射性廃棄物の最終処理処分問題は、困難さ
においてＣＯ２と同様。

 日本の選択 当面の「安価」、「安定」を強調。
「この道しかない！」のか？ 国民の声？

4



発電部門が３分の１
原子力 3・11前 9電力の発電量の約３割→現在、稼働０

再稼働に向けた申請２１基。規制委員会了承４基
石炭火発の増加。今後も。
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3.11前
日本の１次エネルギー供給に占める割合
原子力(５４基）１１% （現在は０％）
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石炭は温暖化にも健康にも悪い
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そして、「再エネつぶし」へ

 再生可能エネルギー固定価格買取法（2012年）
一応、原則再エネ接続義務、買取義務。
しかし、目標はない。

 指定電気事業者制度 省令で導入。原則逆転
2013年7月 指定電気事業者制度（無制限無償抑制が可能）導入
。北海道電力を指定（告示）。

2014年10月 接続保留。12月 ６電力を指定（告示）。

2015年1月 省令改正

事業見通しをつけられず、地域の再エネ事業に決定的打撃

●原発の「空枠」
接続可能量の算出に、建設中も含め全原発の稼働枠（延長・
新増設分も）を空枠取りし、連系線も使わせず、再生可能エネルギー
の接続余地を最小化 8



1990年代まで、計画的に拡大した原発
福島第１・第２、廃炉決定5、立地・避難問題、老朽化

2030年代に
40年を迎える
原発15基
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全原発再稼働、新設原発も。

全原発の最優先・最大枠 東電・中電・関電も？
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日本の現存する原発の設備容量時系列(40年廃炉)
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新設なし。40年で廃炉の場合

６０年稼働
ａｎｄ/ｏｒ
新増設
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ー福島＋大間・東通ー福島＋大間・東通
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九州電力による接続抑制見通し
（系統ワーキング ２０１５・３・４）
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原子力ゼロだが、空枠取り



北海道電力による発電抑制見通し
（系統ワーキング ２０１５・３・４）
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原子力ゼロだが、空枠取り
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ドイツ 2014年8月の発電状況

（Fraunhofer ISE 発電データ報告2014）

←
（上から
）
太陽光

風力

その他
の大型
電源

輸出入

2014年8月17日は国内需要電力の75％を太陽光と風力発電がまかなった。

再エネ発電量の増減に応じて、国境を超えて電力が行き来することで変動に対応し
ている。



既存の地域間連系線は強靭だが、
「再エネ接続枠」への電力会社間融の壁

西日本連系線
１６６６
＋５５７
＋１４０
＋ ３０

＝２３９３万ｋＷ

西日本連系線
１６６６
＋５５７
＋１４０
＋ ３０

＝２３９３万ｋＷ
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日本で再エネを拡大するために不可欠なこと

 再エネ拡大への意思 首相の所信表明の真意は？
 明確な中長期の導入目標の設定

ドイツ 2025年までに40～45％、2035年までに55～60％
 コスト削減効果が出るまではＦＩＴ法で

・優先接続
・出力抑制に補償
・電力会社間連系線の有効活用
・ピーク、出力減少時の需要側管理
・送電網強化

 重要な発送電分離・市場化での制度設計
既存の設備・システムを前提にした将来見通し論や、原発の
「一定量維持」政策ありき、ではなく、中長期的方向性を国民
的に議論すべき
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原子力にも化石燃料にも頼らない気候変動対策
気候ネットワーク試算(2014年3月）

17

省エネと発電
部門が中核

発電部門



脱原子力、脱石炭へ
総合的政策措置によって実現可能
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化石燃料の輸入コストも大幅削減
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「原発停止で3兆円の国富の流出」は本当か？
‐3兆円の6割は、燃料単価の高騰と円安の影響

化石燃料購入金額 化石燃料投入量

2011年度は2010年度比2.3兆円、74%増、
2012年度は2010年度比3.2兆円、104%増

2011年度は2010年度比26%増、
2012年度は2010年度比37%増
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原子力に依存しない温暖化対策への道はある！
CO2排出と経済成長の切り離し

CO2

GNP

日本 GDPとCO2排出量推移

エネルギー需要削減
省エネ・効率化

ガスシフト

再生可能
エネルギー

化石燃料を減らし
天然ガスにシフト



原子力に依存せず、ＣＯ２削減の道を選択へ

 中長期的に、エネルギー消費量の削減、省エネ、
再生可能エネルギー拡大、脱石炭のシナリオ提言

 脱原子力・脱石炭は「経済にマイナス」ではない。

■今後、再生可能エネルギーのコストは低下し、
化石燃料価格は上昇

■再生可能エネルギー 化石燃料輸入は国富の流
出。国内への投資へ（核燃料サイクルではなく）

■ 再エネ、省エネ等の新規産業による雇用の拡大
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